
指定・認定の流れ 

ふくしま産業復興投資促進特区による特例を受ける場合には、県又は市町村の指定及び事業実施状況の認定が必要となります。 

認定後、国税地方税窓口において、別途特例を受けるための申請等が必要となります。 

 

 

                                   福島県と５９市町村が共同で作成した復興推進計画（ふくしま産業復興投資促進特区）は、 

                                   平成２４年４月２０日に内閣総理大臣の認定を受けました。 

 

 

 

                                   指定を受けようとする個人事業者または法人は、指定事業者事業実施計画書その他の事項等を 

                                   記載した申請書を、認定地方公共団体に提出します。 

 

 

 

                                   認定地方公共団体は、指定事業者からの申請に基づき、指定要件を満たしているか審査の上、 

                                   指定を行います。 

 

 

 

                                   指定事業者は、指定に係る復興推進事業の実施状況、収支決算等を記載した実施状況報告書を 

                                   事業年度終了後１ヶ月以内に、認定地方公共団体に提出します。 

 

 

 

                                   認定地方公共団体は、指定に係る復興推進事業を適切に実施していると認める場合、 

                                   指定事業者に対して復興推進事業の実施に係る認定書を交付します。 

①復興推進計画の認定 

②認定地方公共団体へ 

指定事業者の指定の申請 

③認定地方公共団体による指定 

④指定に係る事業の実施状況報告 

⑤認定地方公共団体による 

認定書の交付 


